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「第４回秋の研究集会」のご案内 

―今年は岡山での開催です― 

大学評価学会では、「第４回秋の研究集会」を、9月1日（土）に岡山大学で開催します。研究集会のテ

ーマは「人事評価、教員評価、教育評価をめぐって」です。 
午後のシンポジウムでは、佐藤豊信氏（岡山大学）「岡山大学の教員活動評価に向けた取組の現状」、井

上秀次郎氏（愛知東邦大学）「競争の導入と教育評価―第4世代の評価ともかかわって―」、三島倫八氏（龍

谷大学）「大学における目標管理制度導入と評価システム構築の諸課題―企業経営の事例をふまえて―」（仮

題）の三つの報告が予定されています。午前中には、会員報告で三つの報告が予定されています。詳しく

は、同封のプログラムをご覧ください。 
ぜひ多くの会員のみなさまにご参加いただきますよう呼びかけます。チラシを 2 枚同封しております。

周囲の方にもご案内いただけると幸いです。なお、研究集会終了後開催する懇親会については、事前に学

会事務局まで参加申し込みいただけると幸いです。 
 

第23回研究会を開催しました 

 7月21日（土）、「大学職員の可能性と職員評価」をテーマに第23回研究会を開催しました。大学評価

学会では、例年 7 月の研究会は、事務職員の評価をめぐって、議論を行っています。今回の研究会には、

非会員を含め25名の参加があり、関心の深さを伺わせました。 
 研究会では、鈴木裕樹さん（龍谷大学）、土山晶子さん（京都経済短期大学）、林透さん（北陸先端科学

技術大学院大学）がそれぞれ「大学の事務組織はどのように変わるのか？－学部事務室と職員人事制度を

中心として－」、「大学職員の働き方と 職員評価」、「国立大学法人職員人事システムに係る新たなる展開」

のテーマで報告し、津田道明さん（日本福祉大学）が三つの報告を受けて、コメントを行いました。司会

を、村上孝弘さん（龍谷大学）が努めました。 
 質疑応答では、大学事務職員の専門職的な位置づけ（の可能性）や、機関評価と個人評価の関係、評価

と管理の関係、などの論点をめぐって議論が深められました。研究会終了後の懇親会にも多数の参加があ

り、交流すると同時に、意見交換を行いました。なお、今回の研究会は、龍谷大学国際社会文化研究所共

同研究プロジェクト（「世界の中の日本、日本の中の世界－大学評価システムの国際比較と『評価文化』に

関する総合研究－」）との共催で開催されたものです。 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
［学会会費納入のお願い］ 6月に学会年会費の請求をいたしました。会費納入がまだの会員の方は、よ

ろしくお願いいたします。ご不明な点がありましたら、財政担当の小長谷（電話：075-645-8621（ダイレ

クトイン）、e-mail：konagaya@biz.ryukoku.ac.jp）までご連絡ください。 
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［投稿］           2007年を迎えた「2006年問題」 

－研究の動向と問題解決に向けた連帯の広がり－ 

細川孝（龍谷大学、経営学） 
１．「2006年問題」と大学評価 
 2006年6月30日は、日本の高等教育にとって特別な位置づけをもつ日であった。日本の高等教育のあ

りようが国際社会から転換を迫られているという意味においてである。それは、次のような事情をさして

いる。 
国際人権規約（社会権規約）に規定される中等教育および高等教育における無償教育の漸進的導入につ

いて、日本政府は、1979年の批准の際に、「拘束されない権利を留保する」とした。国会では1979年5月

（衆議院）、6月（参議院）の外務委員会で「留保については諸般の動向をみて検討すること」が、全会派

によって附帯決議されている。さらに、1984年7月には、日本育英会法の審議に際し、衆議院と参議院の

文教委員会で「諸般の動向をみて留保の解除を検討すること」が、全会派によって附帯決議されている。 

 国連の社会権委員会は、2001 年 8月31日付けの「経済的、社会的および文化的権利に関する委員会の

最終見解―日本―」において、「拘束されない権利の留保の撤回を検討することを要求する」とし、日本

政府に対して2006年6月30日までの報告に「この勧告を実施するためにとった手段についての詳細な情

報を含めることを要請する」とした。 

 さて、この「2006年問題」に対する社会的な関心を高める上で、主導的な役割を果たされたのが田中昌

人氏である。氏の研究は『日本の高学費をどうするか』（新日本出版社、2005 年）にまとめられている。

通常、「2006 年問題」は、新学習指導要領の下で学んだ新入生の「学力低下」問題として、あるいは大学

全入時代の到来との関わりで、語られることがしばしばであるが、田中氏が指摘されたのは「もう一つの」

2006年問題であった。 

 この小論では、まず、田中氏の『日本の高学費をどうするか』以降に公刊された３人の論者の研究を紹

介する。それは、田中氏が指摘されるように、日本の大学評価を考える上で、世界的に見て異常な高学費

の問題は、避けて通ることのできない問題であるからだ。田中氏は次のように述べる。 

大学の経営基盤を支えつつ、大学における無償教育の漸進的導入を行うためには、国内総生産費や

一般政府総支出に対する大学教育への予算支出額が先進諸国 30 カ国の中で最低位にある現状を、他

国並みの水準にするために２～３倍に引き上げて、公私の格差をなくす必要があります。大学で学ぶ

学生や、そこで研究教育とその業務にあたる教職員に起きている人権侵害や経済的条件などによる格

差の是正を図って、条件を整えることが出来るかどうかが大学評価の基本です。 
いま弱い立場に置かれている学生の学校納付金を軽減すると共に、入学検定料が払えない学生を受

験させなかったり、授業料を納付出来ない学生を退学させるといった制度を、どう改善するのかとい

う視点が中期目標・中期計画には必要です。それに対する第三者評価も行われていないとしたら、そ

れは大学評価として欠陥があるといえます。」（『ねっとわーく京都』2004年5月号に掲載されたイン

タビュー「いよいよ始まる大学の第三者評価制度 大学評価学会の設立を語る」から） 
 続いて、「2006 年問題」の解決に向けた連帯の広がりについて紹介したい。それは、国際社会の要請と

同時に、問題解決に向けた国内での地道なとりくみが不可欠であるからだ。 

 ＊ 田中氏は、「無償教育の漸進的導入」の課題とあわせ、国際連合の児童の権利委員会が、日本における「過

度に競争的な教育制度の改革」を行い、「高校を卒業したすべての者が高等教育に平等にアクセスすること

を確保する」ように求めて、2004年1月30日に行った勧告に対して、日本政府に2006年5月31日までに

回答を求めている問題についても指摘している。しかし、ここでは、「無償教育の漸進的導入」の課題に限

って、言及する。 

 

２．日本の高学費に関わる研究動向 

『日本の高学費をどうするか』以降の研究としてまず、取り上げたいのは、渡部昭男『格差問題と「教

育の機会均等」－教育基本法「改正」をめぐり“隠された”争点』日本標準、2006 年、である。本書は、
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教育基本法「改正」をめぐり隠された争点として、「教育の機会均等」を論点に、と主張する。愛国心、宗

教的情操、不当な支配、という「三大論点」に加えて、「教育の機会均等」が重要な論点であるとする 
 教育の機会均等は、教育基本法の第 3 条で規定されてきた（「改正」された教育基本法では、第 4 条）。

著者は、教育基本法の制定当初には綱領的な性格にとどまったものが、戦後における国民要求の高まりと

教育運動の展開によって、その性格を変えたと指摘する。すなわち、社会権的な性格を強め、「教育機会の

均等保障」へと変わっていったのである。 
 「教育機会の均等保障」はさらには、就学権の保障のレベルにとどまるとはいえ、「教育機会の平等化保

障」へと到達していることを明らかにする。中央教育審議会の審議では、「教育の機会均等」に関するまと

もな意見が出されたが、意図的に矮小化され、争点からはずされたことが指摘されている。 
 著者は、「経済的格差」の広がりとの関わりで「教育の機会均等」に注目し、「奨学の方法」の充実が要

請されていることを指摘している。また、「無償制の漸進的な導入」に関する議論について紹介し、高等教

育の無償化について、まずは「授業料不徴収＋法定範囲をどこまでとするか」に絞って、議論することを

主張している。 
 続いて、雑誌『月刊学習』2006年9月号～12月号に連載された土井誠「どうする？ 世界一の高学費」

である。著者は、まず、最新のデータにもとづき、日本の異常な高学費（世界一の高学費）の実態を明ら

かにしている。その上で、世界的な学費無償化の動向とその背景としての社会権規約の存在を指摘してい

る。 
 日本では、日本国憲法や教育基本法によって、「経済的地位」によって差別が禁止され、国や自治体によ

る手だてが求められている。しかし、急騰する学費と経済格差によって、学ぶ権利が奪われている実態が

明らかにされ、さらには、教育費負担の重さが少子化、人口減少の大きな要因になっていることが指摘さ

れる。 
 著者は、世界一の高学費の背景として、1971年に中央教育審議会答申が打ち出した「受益者負担論」の

存在を指摘する。この受益者負担論にもとづき、1970年以降、国立大学の学費は連続して値上げされ、私

学助成も抑制されてきたのである。受益者負担論が「経済的地位による差別」の禁止と矛盾することが指

摘されている。 
 著者は、学費をめぐる情勢と運動、政策について、次のように指摘する。国立大学については、標準額

の値上げ阻止が課題であり、私立大学については、私学助成の増額を指摘する。そして、国際人権規約の

留保撤回を求める運動の前進と高等教育を社会全体で支え連帯する社会の創造を呼びかけている。 
最後に、戸塚悦朗「高等教育と学問題－日本による国際人権（社会権）規約第13条違反について」（『国

際人権法政策研究』第2巻第2号、所収）である。著者は元弁護士であり、長年にわたって国際人権擁護

の活動に取り組んできた。近年、「2006年問題」への関心を深め、講演や執筆を行っている。 
本論文の主張は、日本政府の対応は、明確な条約違反ということである。13 条2 項（b）（c）の批准を

求める運動は注目を集めるようになってきているが、高等教育を受ける権利の存否、国際人権法「有無」

の検討はなされてこなかった、と指摘する。 
著者は日本政府が留保している部分（「特に、無償教育の漸進的な導入により」）を除く「高等教育は、

すべての適当な方法により、……能力に応じ、すべての者に対して均等に機会が与えられるものとするこ

と」については、留保抜きで批准していることに注目する。日本政府が、留保によって法的義務を免れて

いるのは、高等教育を「漸進的」に「無償化」することのみなのである（日本国憲法第 98 条②「日本国

が締結した条約及び確立された国際法規は、これを誠実に遵守することを必要とする。」） 
 
３．高学費問題の解決に向けた社会的な連帯と大学創造の課題 
 「格差社会」が深刻化する今日、経済的格差によって教育の機会均等が奪われている。「教育における差

別」によって職業選択の機会が奪われ、そのことが格差の再生産につながっていくという事態が進行して

いる。このような時に、日本が「無償教育の漸進的導入」に向けての一歩を踏み出していくことは、いっ

そう切実な課題となっている。 
 異常な高学費、そして多くの場合には保護者が学費を負担することによって、学生たちの学びが主体的
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な営みとなることを困難にしているという問題を改善するという点からも、「無償教育の漸進的導入」は切

実な課題と言えよう。商品化されることによって教育は、本来の姿とは違ったいびつなものになってしま

っている。教育は本来、人権として存在するのであり、学びの成果は社会に還元されるべきものである。

しかし、今日では道具化、手段化され、本来の姿から大きく逸脱してしまっているように思われる。 

今、人権としての高等教育という視点を鮮明にして、国民的な共同を広げることが求められている。 

高等教育関係者の中では、昨年3月12日に、国庫助成に関する全国私立大学教授会連合が主催し、日本

私立大学教職員組合連合、全国大学高専教職員組合、大学評価学会 2006 年問題特別委員会、国際人権Ａ

規約第13条の会が協賛したシンポジウムが開催されている。学生の中では、全日本学生自治会総連合が、

昨年夏に国連人権小委員会で訴えている。また今年6月23日には、全日本医学生自治会連合が共催し、諸

団体（国際人権Ａ規約第１３条の会、日本高等学校教職員組合、国際人権活動日本委員会、全国私立学校

教職員組合連合、全日本教職員組合、日本科学者会議、日本学生支援機構労働組合、新日本婦人の会）の

後援を得て、シンポジウムを開催している。少しずつではるが、共同は広がっている。 

共同をすすめるに際して、特に、教育関係者の連携を重視する必要があるだろう。日本の教育が直面し

ている課題について、高等学校や小・中学校の関係者と問題意識を共有することは、高等教育に関わる者

としての責務であるように思う。 

さて、「無償教育の漸進的導入」を求めるだけではすまされない。教育の内容を抜本的に転換するという

課題がある。今日直面するさまざまな課題を考えたときに、これまでのような高等教育のありようでいい

というわけにはいかないだろう。ユネスコの「高等教育宣言」が指摘するように、「高等教育自体が非常に

大きな課題に直面し、かつてない大胆な変革と刷新をめざすことが要求されてい」る。そして、「それによ

って、現在深刻な価値の危機の真中にある我々の社会が、単に経済性のみを考慮するのではなく、より深

い道徳性と精神の広がりをとりいれることが可能になってくる」のである。 

 わたしがとりわけ注目したいのは、教育（学生たちの学び）と労働をいかに有機的に関連づけるかとい

うことである（「教育から労働への移行」）。昨今の大学では、いわゆる「キャリア教育」が重視されている

が、今日行われているその内容については、十分な吟味が必要であると思う。労働の社会的価値を学ぶ、

労働に関する権利を知るなどといった点がもっと積極的な位置づけを与えられる必要があるように感じる。

また、学生たちが将来、自覚的な市民として生きることができるような、シティズンシップ教育も不可欠

な課題となろう。 
 わたしたちの課題を端的に表現すれば、「無償教育の漸進的導入」にふさわしい高等教育機関のあり方を

探究するということになるだろう。私立大学に引きつけて考えるならば、私立大学の公共性についての認

識を深め、大学のありようを転換するということになるだろう。その際に、大学評価をわたしたちがどの

ように受け止めていくかが問われている。学会設立時の「大学評価京都宣言＝もう一つの『大学評価』宣

言」に立ち返って、考えてみたく思っている。 
 

 

 

2006年問題特別委員会「社会的規約・政府報告に関する意見」 

 外務省総合外交政策局人権人道課は 8 月 7 日（火）に、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際

規約第 3 回政府報告作成に関する市民・NGO との意見交換会」を開催します。この「第 3 回政府報告」

は、2006年6月30日までに報告が求められていたものです。 
意見交換会に際し、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約の実施状況に関する要望・意見」

が募集されています（7月25日まで）。 大学評価学会2006年問題特別委員会では、別紙（次頁に掲載）

のような意見をまとめ、外務省に送付しました。 
 なお、2006 年問題特別委員会では、2004 年 12 月 6 日に外務省を訪問し、その際に、社会権規約の報

告書作成に向けて必ずヒアリングを行う、との説明を受けておりました（「学会通信」第4号を参照）。 
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経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約・政府報告に関する意見 

２００７年７月２４日 

 
団体（個人）名（大学評価学会・2006年問題特別委員会） 

住所（京都市伏見区深草塚本町67・龍谷大学・重本研究室） 

電話（075－461-8707＜自宅＞） 

ＦＡＸ（ 同上 ） 

Ｅメール（sigemoto@biz.ryukoku.ac.jp） 

団体の場合は執筆者名（重本直利） 

 
 
１．条約関連条項：１３条２項(ｃ) 

政府報告書関連パラ番号：３４    

 
２．見出し 

  日本政府による同規約第13条2項(ｃ)（「漸進的無償化」の箇所）の1979年留保およびその継

続と1980年以降の日本の大学の学費高騰化の関係性について 

 
３．内容 

１）日本政府は1979年に同規約を批准した上で、同第13条2項(ｃ)（「漸進的無償化」の箇所）

については留保した。その後（1980年以降）、学費は高騰化した。この関係性をご説明願いたい。

すなわち、この留保の意味は、「漸進的無償化」を留保したということだけであって、その後の

学費の高騰化を容認するものではないと考える。この留保の趣旨からすれば、その後の学費は批

准および留保した1979年当時の水準を少なくとも維持すべきであったのではないか。 

 

２）同規約前文の「････経済的、社会的及び文化的権利を享有することの出来る条件が作り出され

る場合に初めて達成されることになる････」、同第２条［人権実現の義務］1 項の「････権利の

完全な実現を漸進的に達成するため、自国における利用可能な手段を最大限に用いること････」、

同 2 項「････財産････によるいかなる差別もなしに行使されることを保障する････」、同第 13

条1項の「････教育が、すべての者に対し、自由な社会に効果的に参加すること、････」などの

項について日本政府は批准している。1980 年以降の学費の高騰化は、この批准した各項および

同規約趣旨に反するのではないか。また、1980 年以降の学費の高騰化に対し、日本政府が適切

な対応を取らなかったこと、また自らが所管する国立大学の学費を高騰化させた日本の事態（現

実）は、上記の批准した項および同規約趣旨に反し、明らかな規約違反（条約違反＜注＞）状態

と考える。 

 

３）この状態は日本の大学評価における根源的な問題である。同規約批准国(151ヵ国)中、同第13

条2項(ｃ)（「漸進的無償化」）の留保はルワンダとマダカスカルと日本の三ヵ国のみであり、日

本の経済的、社会的状況からみれば、留保は国際的にも容認されるものではないと考える。  

 

＜注＞「条約違反」については、すでに戸塚悦朗氏が「高等教育と学費問題―日本による国際人権（社

会権）規約 13 条違反について―」（『国際人権法政策研究』第２巻第２号、国際人権法政策研究

所、2006年）において述べているところである。  

 

                                 以上 
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Association for the University Ｅvaluation 

年報『現代社会と大学評価』第３号を刊行します 

 刊行が大幅に遅れ、会員のみなさまには大変ご迷惑をおかけしておりましたが、大学評価学会年報『現

代社会と大学評価』第3号がようやく刊行の運びとなりました。本号のタイトルは、『何のための評価か、

誰のための評価か』です。特集では、2006年3月18～19日に開催された「第3回全国大会」のシンポジ

ュウムと、同年9月2日に開催された「第3回秋の研究集会」のシンポジュウムにおける報告を掲載して

います（それぞれ特集1と特集Ⅱに収められています）。また、投稿論文を2篇掲載しております。 

◇◇ 目次 ◇◇ 

特集Ⅰ 何のための評価か、誰のための評価か ― どうする日本の大学 ― 
 何のための評価か ― 哲学の立場から ―                                 碓井敏正  
 ボローニヤ・プロセス（ヨーロッパ）にみる＜基準＞の視点から                      望月太郎 
特集Ⅱ 社会（地域社会）に対する大学の役割（責任）をどう評価するか 
大学・高等教育機関の地域社会貢献をめぐる争点と課題                                姉崎洋一 
大学の地域における役割とその評価                              押谷  一 
大学の社会的責任と大学設置法人のあり方を考える― 地域社会との関わりを中心に ―  蔵原清人 
大学における「健全性」とは何か ― 大学は誰に対して開かれるべきか ―           紀 葉子 

事例：東京農業大学                              芳澤輝泰

京都経済短期大学                                   藤原隆信

論文 
   産学連携活動に対する評価基準に関する一考察 

 ― 大学知的財産本部整備事業の中間評価の検討 ―                新谷由紀子・菊本虔 
「国公私立大学を通じた大学教育改革の支援」の現状と問題点 

―「大学の自主性」に関する検討の一材料として ―                                 川口洋誉 
大学時評 
大学評価の視点から大学憲章を検討する                         小山由美 

書評 
日本女性学会ジェンダー研究会編『男女共同参画／ジェンダーフリー・バッシング―バックラッシュへ

の徹底反論―』明石書店、2006 年；若桑みどり／加藤秀一／皆川満寿美／赤石千衣子編著『「ジェンダ

ー」の危機を超える！―徹底討論！バックラッシュ―』青弓社、2006年 
   ―「学問・言論の自由」と連帯をめぐって、Tさんへ ―                               篠原三郎 
 
 
【大学評価学会の日誌】 

2007年 

  6月18日（月） 事務局会議（龍谷大学） 

7月21日（土）  第23回研究会（龍谷大学瀬田学舎） 
  7月24日（火） 事務局会議（龍谷大学） 

〈今後の予定〉 

9月１日（土）  第4回秋の研究集会（岡山大学） 

9月2日（日）  第Ⅱ期第5回理事会（岡山大学） 

編集・発行：大学評価学会事務局  〒612-8577 京都市伏見区深草塚本町67  
 龍谷大学 重本研究室 気付 
 Tel：075(645)8630 (重本)・8634(細川) 
 e-mail: sigemoto@biz.ryukoku.ac.jp
 URL：http://www.unive.jp/ 
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